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昨年９月はじめからソ連・東欧

に１ヵ月の研究旅行をしたあと

ロンドンに４ヵ月滞在し，英国

の対外経済政策ならびに国内経

済政策の研究に従事した。とく

に国内経済政策の研究の一環と

して，英国の地域開発政策の性

格を明らかにする課題も含まれ

ていたので，ここにその一部を

紹介することにしたい。

英国における地域開発政策は，

本来二つの柱をもって構成され

ているといってもよいであろ

う。その一つは，第２次大戦前

から戦中・戦後一貫して推進さ

れてきた都市の過密集積の防止

と救済対策であり，他の一つ

は，政府が一貫して推進してき

た失業対策，とりわけ局地的失

業の救済対策であるといってよ

いであろう。

こうした２本の柱は，英国の資

本主義の構造変動と密接な関係
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をもっている。とくに資本の集

　　　　(1)積，集中が進行する過程で巨大

都市が形成され，私的資本が国

家に産業立地条件を確保させる

状況が生まれた。また他方でそ

のことが産業の地域的集中を促

進し，これによって奇型な産業

構造が形成され，不況期には局

地的失業をつ･くりだす母胎を形

成した。

こうして英国資本主義の構造的

矛盾の激化に直面して，国家は

社会福祉政策の一環としての地

域開発を，都市の過密集積の防

止と局地的失業の救済に向かっ

　　　　　　（2）て展開されたということができ

る。　したがってここから地方自

治体の政策も検討されたという

　　　　（3）ことができる。

したがって最近の英国の地域開

発政策の性格は，なによりもま

ず労働党の福祉国家政策との関

連で検討すべきであろう。

ここでは，まず英国労働党の福

祉国家政策の性格とその一環と

して展開された地域開発政策の

性格の検討からはじめることに

する。つぎに福祉国家政策の一

環として展開された過密都市対

策の立法措置の「流れ」を明ら

かにすることにして，英国にお

ける工業化と都市化の一般法則

がいかに貫徹したかをしめずこ

とにする。

２ 労働党の福祉国家政策

と地域開発問題

周知のように福祉国家論が現実

的課題として登場したのは，英

国労働党の完全雇用政策に端的

にしめされた。　第２次大戦直

後，政権を担当した労働党は，

その綱領を発表し，つぎの諸項

目を明らかにした。

第１に計画的投資による雇用の

維持と国民経済の発展，これに

はイングランド銀行の国有化が

ふくまれる。第２にエネルギー

調整を目的とする計画の一部と

しての炭鉱の国有化であった。

そして第３に都市と地方間の格

差是正のための計画の遂行，公

益目的のための土地獲得，なら

びに国家的利益のための土地の

最高度利用をたやすくするため

の手続改正をふくむ。第４に社

会保障制度の拡張ならびに国家

保険事業の創設等であった。　と

くに第３の都市計画と地方計画

の遂行は，地域開発政策が，政

策綱領の重要な柱とされた点で

　　　　　　　　　(4)明らかなことである。

だがここで労働党の福祉政策の

特徴的な点をみると，重要産業

の国有化，社会保障事業の拡充

という点であり，これらは労働

党の基本的政策である完全雇用

政策の重要な一環として取り上

げられた。だが労働党の基本政

策の一つの柱である社会保障制



度の完備は，原理的には,1942

年のビバリッジ＜Ｗ.H.Beve-

ridge＞の提案，それに刺激さ

れて検討した保守党の福祉政策

にもとづいたものであった。た

しかにこの点では，イギリス労

働党の福祉政策論は，労働党専

売の看板ではなかった。「福祉

国家」の「福祉」の具体的措置

は，保守党内閣によってはじめ

て手をつけられ，労働党は，そ

の立法手続を最終的に完成させ

たにすぎないということもでき

よう。

第２次大戦の期間，英国の地位

はかなり動揺した。勤労者階級

の生活も極度に低下した。と同

時に勤労者階級による生活保障

の要求はいっそう高まった。

こうした勤労者階級による生活

向上，生活一般の保障を求める

闘いにたいして，保守党はこれ

を階級矛盾の緩和策として，19

41年，チャーチル内閣のとき，

自由党のビバリッジを委員長と

する「社会保障制度委員会」を

設け，1942年にビバリッジ報告

をださせたのである。他方で，

産業とくに工業と工業人口を農

村地域に分散，誘致することが

優良農地今田園美などの美しい

農村環境を破壊せずに実行でき

るかどうかという点を強調した

「スコット報告」＜Reportof

theCommitteeonLandUtili

-zationinRuralAreas,Cmd.

6378,1942＞がでた。前者の報

告書においては，国民保険，産

業災害，国民扶助，国民保健の

四つの措置についての提案がは

いっていた。後者の報告書につ

いては，工業の都市集中による

人口の集中，交通量の増大，公

害の拡大を防止するための提案

がはいっていた。これにはさら

に地価の騰貴を防ぐことを目的

とした「アスワット報告」＜Re

-portoftheExpertCommit-

teeonCompensatinandBet-

terment〔UthwattReport〕，

1942＞も，広義の福祉政策の一

環として生まれたのである。こ

れは前述した都市および地方計

画の均衡的発展，公益目的のた

めの土地獲得政策の一環として

でてきた。

1944年には，国民保険法，家族

手当法，産業災害法の立法化に

着手し，45年には，家族手当法

が成立した。国民保険法と産業

災害法は1946年に，都市および

田園計画法＜これは現在改正さ

れて，1962年都市および田園計

画となる＞は1947年に，国民保

健事業法は1949年に，労働党内

閣の手で実施された。こういう

経過は，もちろんさまざまな欠

陥はあるにせよ，労働者階級を

中心とする市民の生活一般の安

定・向上のための無限の闘争の

結実によるものであると考える

ことができる。そして労働党の

指導者たちは，1948年に英国は

「福祉国家」になったと宣伝し

た。

モーリス・ブルースは，英国に

おける福祉国家の現実的枠組

は，1948年にその基礎が与えら

れたとして，社会保障制度，社

会扶助制度，国民的事業制度，

福祉事業制，それに都市開発制

度をあげ，そして福祉国家とは

「すべての市民の厚生の確保と

そのための経済資源の利用とを

目的として組織された国民的制

度」だといい，さらに「社会主

義ないし共産主義国家によるよ

り徹底した政治的・社会的統制

をともなわずに，個人的ならび

に社会的福祉の一定の最低基準

を確保するための社会的責任体

制」であるとのべている。

こうしてみる限り，福祉国家と

は自由放任主義の経済に対する

対極的一状況であり，総資本に

よる資本と労働の対立，矛盾を

緩和するための資本主義の改良

ないし修正の思想・政策である

ということができる。

今日の英国労働党の福祉政策

は，大資本を認めたうえでの福

祉政策であり，依然として英国

経済の構成が私営経済が80％,

公営経済20％であるという前提

での福祉政策なのである。この

点は後にのべよう。

こうした英国労働党の福祉政策

の一環として「国民的」承認を
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えた地域開発政策も，国家ない

し地方自治体による工業の地域

的不均等発展の是正政策として

展開された。それは第２次戦後

の産業立地政策をみればより明

確になる。たとえば,1945年と

1950年にだされた「工業配置

法」によると，その主要内容は

「開発地域」の計画的設定に

あった。この法律は，その前身

ともいわれる「雇用政策に関す

る白書」＜1944年＞の性格の延

長線上にできたもので，当時の

雇用政策の性格がそのまま生か

されているので，その主要な点

をとりあげてみよう。そこで

は，「産業と労働の均衡配置」

をうたい，特定産業および特定

の地域における失業の増大を防

ぐ政策こそ，高度で安定的な雇

用水準を維持する国家政策の必

要不可欠の要素であることを強

調した。そればかりでなく，英

国経済の成長を促進するため

に，基幹産業の生産性の向上を

強調した。その場合三つの方法

を明示した。一つは，失業をと

もないやすい地域の産業構造を

多角化し，新企業設立のために

産業立地を確保する。二つには

ある地域から他の地域へ，ある

職業から他の職業へ労働者を移

動させるためにおこる障害をと

り除くことを主張した。三つに

は，衰退または斜陽産業に従事

する労働者を成長または繁栄す

る産業に配置転換するために職

業訓練所を設けることにあっ

た。こうして資本の論理にもと

づいた産業立地の適正化を主内

容とした。たとえば，国家は局

地的失業のはげしい地域へ新企

業を具体的に誘致する手段とし

て，不要になった軍需工場を民

間工場に転換すること，新規工

揚建設を規制すること＜これに

は，産業のこれ以上の集積が多

くの不利益をもたらす地域での

工場建設の禁止，新規建設計画

の事前通知の義務，開発地域に

対する新規工場建設の優先性＞

さらに開発地域における小規模

企業のための貸与工場の建設や

団地の造成ならびに融資の適正

化など，国家,の産業立地政策を

積極的に促進することを決めた

のである。このことは，労働党

の福祉国家政策にとって重要な

課題となったのである。

これにもとづいて，戦後の工場

配置法ができたのであり,ここ

で明らかになったのは，開発地

域の指定であり，それは，これ

までの計画地域であった北東海

岸地域＜ニューカッスル地域＞

ウェスト・カンバランド，サウ

ス・ウェールズくカーディフ市

を中心とする＞，モンマスシ

ャ，スコットランドの四つの

｢特別地域｣を全体として開発

に適した経済的・社会的単位と

いう原則に立って周辺区をこれ

に加え，より広い地域を対象に

した。

それは，政府が計画したよう

に，すぐにうまくはいかなかっ

た。であるからレクザムとサウ

ス・ランカシャ＜1946年＞・マ

ーシーサイドとスコットランド

高地地方＜1949年＞，ノース・

イースト・ランカシャ＜1953

年＞が開発地域の追加指定をう

け，結局全国で８地域が開発地

域指定となり，人口も平均的に

増加する傾向をみせた。

また「工場配置法」は，工場配

置権限を直接政府各省にあたえ

た。つまり，工場建設から資金

援助にいたる工場配置について

のすべての権限を，「特別地域

コミッショナー」から政府機

関，とくに商務省く産業配置

局＞に移管し，工業の立地を直

接政府指導のもとにおいた。こ

のことは，これまでの法律で

は，「特定地域コミッショナ

ー」が指導にあたったが，その

計画は思うように運ばなかった

ことによるといわれている。だ

が戦後の政府のねらいは，直接

国家に権力を集中し，開発計画

を円滑にしようとするところに

あった。それは，政府がつぎの

ような権限をもっているのをみ

ればわかるであろう。①商務省

は，開発地域に工業を誘致する

ために，契約によるかあるいは

強制買収命令によって土地を取
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得し，工場を建設することがで

きる＜第１条＞。②商務省は，

大蔵省の同意をえて，工業団地

会社に対して資金を貸付けるこ

とができる。③関係各大臣は，

大蔵省の同意をえて開発地域の

基礎的サービス＜輸送，動力，

照明，暖房，住宅保険その他開

発の基礎となる諸種のサービ

ス＞を改善するために，適当な

人物に対し，適切な方法で補助

金の交付および資金の貸付をな

すことができる＜第３条＞。

こうしてみると地域開発にあた

って政府に権力が集中したこと

がわかるであろう。これが英国

式「民主」集中方式なのかもし

れない。またこうした「産業立

地」政策に，さらに1960年の

「地方雇用法」＜LocalEmplo-

ymentAct＞とあいまってより

具体化した。本法の制定は，小

杉氏もいうように，従来の英国

産業立地政策を大きく変更し

た。1958年にはじまる不況の再

来は，従来の広域にわたる失業

とは異なった，より小規模なポ

ケット地区における高率の失業

の発生というあらたな失業形態

を生じせしめたために，立地政

策も新しい事態に対応した措

置，つまり高率失業ポケット地

区への産業の集中的誘導政策に

切り換えられたのである。この

法律が失業救済という英国産業

立地政策の伝統的な社会福祉的

性格をますます強化するものと

して一般の注目をあびているの

は，こうした同法の失業形態の

変化に対する追随性にあるとい

える。

それは，とくに第１部において

旧法下の開発地域を廃止し，こ

れに代って新らしい小規模な開

発地区を指定したことにある。

それは「現在高率の失業が存在

するか，あるいは予想され，ま

た季節的であるか常時であるか

を問わず存続する可能性がある

と，商務省が認定した地域」と

いう規定のもとに，これまでの

大地域に代って，失業率4.5％

を基準とする職業紹介地域の小

規模なポケット地域をえらんで

開発地区に指定したのである。

こうして開発地区は小規模にな

り，資源配分の適正化ならびに

人口分散化，所得の格差是正措

置を大胆に採用したのである。

だがこうした計画は，その後計

画どお引こ進展せず，あまりに

も開発計画の分権化がいちじる

しくなり，その効果を期待する

ことができなくなった。

1965年９月に英国労働党は，小

地域分権主義の欠陥を克服する

ために，「全国計画」＜TheNa-

tionalPlan＞を発表し，産業の

再編成と投資促進による経済成

長政策をうちだした。この背景

には，ポンド危機，国際収支の

悪化，産業の不均衡発展を改善

しようとする政策意図があっ

た。とくに英国経済は,60年代

に入って，連続的におとずれる。

不況を克服するために，大資本

中心の産業の再編成を展開する

ことにあった。この点は最近で

も一貫した経済政策「体系」を

採用していることでも明らかで

あろう。たとえば1967年11月の

ポンド切り下げ以後，労働党政

府は，国内政策として，財政支

出の削減，増税，大幅な需要抑

制，信用規制，価格，所得政策

の推進強化をけじめ，支払残高

の赤字解消，輸入抑制，輸出増

進策をうちだしたばかりでな

く，都市と農村，大企業と中小

企業の不均衡発展の抑制策，地

域開発の促進化となって現出し

た。また最近になっては，輸入

担保金制度の強化をイングラン

ド銀行が通達した。対外政策と

してはアメリカによる援助を期

待した。国際収支は，その後，

68年11月に貿易収支面では好転

したが，年末には，再び悪化

し，68年中の赤字は，ポンド切

り下げを招来した前年よりもふ

えて７億ポンドを記録した。

本年に入ってポンド相場は急落

した。

いずれにせよ，英国内の一連の

抑制策＜デフレ政策＞と，アメ

リカを中心とする国際銀行界の

バック・アップ＜とくに68年９

月のBIS対英借款20億ドル＞

77



にもかかわらず，依然として，

ポンドの不安はやまず，ポンド

の基軸通貨としての役割は終っ

た。ポンド危機と国内デフレ政

策の強化が英国経済の発展を阻

害し，この国の国民の経済生活

を圧迫することはうたがう余地

(10)がない。このことは，前述した

地域開発政策の再編成としてあ

らわれた点をみても明らかであ

ろう。

英国経済の危機の克服は，国内

政策の一貫した抑制策として現

出した。つまり地域開発政策に

おいては，従来の不能率な開

発政策への反省となってあらわ

れた。それはさきにしめした

｢全国計画｣をみると鮮明にな

ろう。ここでは地域開発に対す

る国家活動はつぎの３点にある

(11)としている。

第１点は，あまり栄えていない

古い工業地域のインフラ・スト

ラクチュアを近代化し，大都市

の過密を緩和するために公共投

資計画を立案する。第２点とし

て，短期的には全地域の人口移

動をおこない，長期的には国家

経済成長と快適な人間環境の創

出にもっとも適した方法で人口

成長をもたらすことにより人口

分布に影響をあたえること。第

３点として，雇用と経済活動の

地理的パターンにインパクトを

あたえることによってあまり繁

栄していない地域の経済成長を

刺激することにある。

こうした「全国計画」の具体化

したものが,60年代来の英国経

済の構造的危機の克服の一環と

してうちだされた「投資刺激」

白書＜InvestmentIncentives,

1966＞と「産業開発法」＜lnd-

ustrialDevelopmentActl966

＞である。この両白書において

は，「工業配置法」の小地域主

義から，再び大地域開発主義に

変更した点が特徴的である。

だからその内容は，従来の単な

る失業救済それ自体が目的でな

く，雇用および失業の状態，人

口の変動，さらに地域政策の諸

目的を含め，国家全体との関連

で，現在および将来情況を考え

るというものであり，つまり英

国経済の低成長を克服するため

に地域計画と国家計画との矛盾

を統一し，産業の成長と産業立

地の均衡を実現したらというも

のである。この点，現実に十分

に成功しているとはいえない。

わたくし自身，ロンドンに滞在

中，いくどか労働党本部や労働

組合本部を訪ね，「全国計画」，

「投資刺激」白書，「産業開発

法」の成果はどうかときいたと

き，そこの係員は，英国経済の

構造的危機を真剣に考え，科学

的対策を施さない限り，うまく

いかないであるうというもので

あった。ただ地域開発政策は戦

前からうちだしているので日本

のように後手後手の政策とちが

って，ある程度「効果」はあが

っているようであった。この

点，英国労働党の左派の機関誌

トリビューレの編集部にきく

と，地域開発計画の性格は労使

協調主義で貫ぬかれ，問題があ

いまいになるおそれがあるの

で，この点を根本的に改善し，

労働者階級を基軸とする市民中

心主義の地域開発政策を推進す

べきであるといっていた。それ

には，労働党の福祉国家政策の

体質全体を変革する方針を確立

しなければならないのではない

かと考えられる。その点で，経

済の計画化についての労働党政

府の目的である「国民全体の最

善の利益になるように国家の資

源を使用すること」の中味をき

びしく分析しなければならない

のであり，たとえば，巨大企業

の投資利益のための産業立地政

策の反省こそが重要な課題でな

ければならないのである。

また計画化の方法についてみて

みると，「その国の経済事情，

政治的発展段階，社会構造，政

治形態などによって異なり，イ

ギリスの経済計画は，この事実

から出発すべきであって理論的

設計図に従うべきでない。計画

は個々の市民に最大の選択の自

由を確保するやり方で行なわれ

るべきであって，できるだけ弾

力的＜fleｘible＞になることが
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最も大切である」としている。そ

して「政府は一応の目的設定は

するが，細部の決定は個人にゆ

だねられており，そこには政府

の統制や強制ではなく，政府，

企業，個人間の議論，説得，協

力があり」さらに経済計画にあ

たっては，「個人の希望と選好

とを国家の要求に従わせ，強制

的な方法を個人に課する全体主

義的計画化とは違った民主的な

ものである」とのべている。

さらに経済計画化の手段は「政

府その他公共団体の支出水準が

財貨および用役の生産額をきめ

る」といっているように，政府

の財政政策による間接統制と配

給制度，原料統制，建築許可

制，生産統制，輸入許可制，資

本収益統制，価格規制などなど

の多数の直接規制をあげてい

る。

こうした経済化の方法，手段を

みてもわかるように，計画化の

質的規定にもとづいた方法，手

没が明示されていない。方法に

ついても，世界経済における英

同資本主義の構造変動のなか

で，理論的把握を主体的に行な

っていないばかりでなく，資本

の論理と労働の論理の対立・矛

盾関係を国家がどのように規制

しながら福祉政策を展開すべき

であるかを明らかにしていな

い。したがって地域開発政策

も，たびかさなる変更があった

けれども，英国資本主義の構造

矛盾がいかに地域経済政策にあ

らわれ，それをどのように労働

の論理にもとづいて克服してい

くかの開発理論を明らかにすべ

きであろう。この点，さらに過

密都市対策のなかで検討してみ

よう。

3一一一過密都市問題

英国における資本の集積・集中

は，たしかに資本にとって優利

な立地条件の地域において展開

された。資本の集積・集中は，

必然的に人口の集積・集中，交

通量の激増を招来し，過密都市

を形成した。とくに巨大資本間

の競争がそれに拍車をかけた。

したがって独占資本主義段階に

おいては，工業化にともなう都

市化は一般法則となった。英国

においても，資本の集積・集中

は，特定地域に多くの産業人口

を吸収し，産業都市をつくりだ

し，とくに巨大資本群を基礎に

母都市周辺地域に都市圏＜コナ

ーベーション＞を形成した。

工業化にともなう都市化は，人

口集中となって現出し，それ

は，一方ではスラムや交通量の

激増，住宅難，公害などさまざ

まな矛盾をひきおこし，他方で

は，都市地区から農村地区への

人口移動をひきおこし，一層都

市圏を拡大した。たとえば，英

国の都市地区と農村地区の人口

比率の推移をみると，1851年に

都市約50％に対して農村約50％

と，同比率をみたが，1871年の

人口比率は，72％対28％,1951

年には,80％対20％,1963年に

も80％対20％という数字を示

し，都市化の現象が急速に進ん

だ。

ここで興味あることは，1921年

と1963年の各比率があまり変化

しないことは，英国経済の成長

が鈍化し，工業化にともなう都

市化現象がそれほど急速に伸展

していないことをしめしている

といってよいであろう。むしろ

英国において工業化＝都市化の

顕著な動きは,1850年から1890

年代ないし1900年代にかけてで

ある。たとえば1891年には,人口

10万を超える都市は24に，2万

ないし10万都市は161にふくれ

あがった。1801年に人口２万以

上の都市が15しかなかったので

あるから，その間，12倍の増加

率をしめしたことになる。ロン

ドン，マンチェスター，バーミ

ンガム，ニューカッスル，リバ

プールなど工業地区の都市の人

口の増加率は急速に進んだ。前

述したようにすでに1931年に都

市化は頂点に達したのである

が，当時の都市圏の人口規模

は，クレーター・ロンドン822

万，サウス・イースト・ランカ
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シャ243万，ウェスト・ミッド

ランド193万，セントラル・ク

ライドサイド169万，ウェスト

・ヨークシャ166万，マージー

サイド135万，ダインサイド83

万人である。前二つの都市圏は

海運，商業都市であり，国内市

場・海外市場中心に発展し，他

は農村工業，鉱工業都市を中心

に発展した。とにかく英国の人

口分布の主な特徴は大ロンドン

ヘの人口集中率が高いという点

である。1963年の統計でも，19

31年の人口821万から817万と

わずかに４万人減っただけであ

る。これには人口の都心部の空

洞化と周辺部への拡散化の現象

があげられよう。

こうして英国はすでに1930年

に，人口の過度の都市集中と無

計画な都市の拡大が，さまざま

な都市問題をつくりだした。

特殊な例外は別にして，英国の

大都市では，産業の場としては

工業化が中心に,1870年代から

1930年代に急速に進み，それに

ともなって，大多数が労働者か

らなる人口の集中と増大が生ま

れ，近郊農村地区を含めての急

速な都市化現象が発展した。こ

うした現象は，さらに多様な社

会的分業がひらけ，政治・社会

・文化等の多面的要求が生まれ

た。工業化・人口集中・労働者

階級の比重増大，近郊への都市

化拡大，都市機能の多面化と高

度化という一般法則が貫徹した

のである。

工業化が進展し，大都市化か進

展すれば，社会的プラスとマイ

ナスも増大した。つまりこうし

た現象は1930年代の英国にいち

じるしくあらわれ，今日にいた

っている。工業生産の増大や商

業活動の増大という反面には公

害，スラムの発生，地価上昇と

住宅難，交通量の増大という社

会的費用の問題が表面化した。

英国における過密都市対策もこ

うした理由から積極的に考えだ

されたのである。それは第２次

大戦以前から展開された。1925

年の「都市計画法」＜Town

PlanningAct,＞1929年の「地方

自治法」くLocalGovernment

Act＞1932年の都市および農村

計画法くTownandCountry

PlanningAct＞,1938年の緑地

帯法＜GreenBeltAct＞,1940

年の「バーロー報告」＜Report

oftheRoyalCommissionon

theDistributionoftheInd-

ustrialPopulation＞，さらに

２節でのべた1942年の「スコッ

ト報告」「アスワット報告」，

さらに1944年の「土地利用統制

白書」＜ControlofLandUse

＞などをみると明らかになる。

たとえば，バーロー報告のなか

で，産業および産業人口の集中

のもたらす社会的・経済的・戦

略的不利益の検討をしている

が，とりわけ，社会的不利益と

しては，不良住宅，スラムの発

生と拡大，レクリエーション空

地の不足，交通の混雑，公害

＜煙害と騒音＞などがあげら

れ，これらの不利益は都市の無

計画性にあることを指摘して，

まず第１に過度集中地区の再開

発を強化すること，第２に産業

および産業人口を過密地域から

分散疎開させること，第３にロ

ンドンの膨張を防止することに

あると勧告した。また経済的不

利益としては，地価騰貴による

用地買収費負担の増大，交通混

雑にともなう時間の浪費，労働

者の長距離通勤による疲労およ

びそれにもとづく生産能率の低

下などをあげている。

この方針は，第２次大戦後の過

密都市対策において継承されて

いる。

1946年の「新都市法」くNew

TownsＡct＞においても，過密

人口の移動と工業立地とを密接

に関連せしめて計画した雇用面

での適正な計画にもとづいた法

である。新しい都市地域は，宅

地,工場地区,空地区の３区分に

よって，産業公害ならびに公衆

衛生の悪化を防止して生活環境

改善をはかることにあった。ま

た1947年の「都市および田園計

画法」くTownandCountry

PlanningＡｃt＞制定動機も，人

口の絶えざる増加と移動，自動
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車の普及および第２次大戦によ

る都市の荒廃にあった。この法

律によって第2次大戦後の英国

の都市と農村計画の基盤が形成

され，過密都市問題への積極的

解決策の方向を明示したといわ

れる。この法律も1954年,59年，

62年に改正されたが，基本的な

点においては変化はない。ここ

では1968年の改正法の2，3の

変更した点をみると，つぎのよ

うになっている。

第１は，こんごある地域の開発

計画を構成することになる上位

計画であるストラクチャー・プ

ラン＜StructurePlan＞とそれ

に従属するロ.―カル・プラン

＜LocalPlan＞とについて規定

している。第２は，計画規制の

強制の緩和，第３に土地取得お

よび処分を新らしい開発計画の

もとに再編成する。その他技術

的手続の変化をくわしくのべて

いる。だが基本的性格は47年の

法律の精神と変わっていない。

つまり不動産に対する補償と価

値増加が問題の処理および都市

計画の策定に関する権限と義務

の国家機関への集中化と弾力性

の問題などの懸案事項を解決す

るために，新計画制度の導入と

強力な土地収用制度の確立を規

定した。

つぎに1952年の都市開発法をみ

ると，二つの目的をもってい

た。第１の目的は,1944年の法

律の一部の廃止にあり,第２の

目的は，他の市町村における過

密および人口の過度集中を緩和

する見地から，既存都市の拡張

による市町村くcountrydistri

cts＞における「都市開発」を

規定することにあった。

「都市開発」には，絶対不可欠

である住宅の提供ばかりでな

く，望ましいと考えられる場合

は工業またはその他の活動＜た

とえば，知的職業，または業務

活動＞のための施設，公益サー

ビスおよび保養のための場所の

提供をも含むものである。要す

るに「都市開発」とは，もっぱ

ら住宅開発に限定されるが，総

合的な開発になりうるものであ

って，あらゆる意味で完全なニ

ュータウンをつくりだしたり，

また小規模の既存の都市を調和

のとれた形で拡大させることが

できるというものである。

さらに過密都市対策の問題の一

環として提出されたものに「オ

フィス」白書＜Offices1964＞

があり，労働党が地域開発計画

にとりくんだ有名な白書であ

る。これは，サウス・イースト

・イングランドにおけるオフィ

スの増加を阻止し，ロンドン・

メトロポリタン地域における，

2,500平方フィート以上のオフ

ィス・ビルの新・増築および既

設ビルのオフィスへの用途変更

にあたっては，同年11月５日に

遡及して｢オフィス開発許可証｣

＜OfficeDevelopmentPerm

-its＞を必要とする旨指示した。

以上，過密都市対策問題につい

ても，1930年代から活発に展開

されたので，第２次大戦後は，

主として旧法の改正を通じて，

新事態に対処するというもので

あった。過密都市対策の問題

も，国家と地方自治体とが現代

資本主義の構造的変動との関連

で，地域経済政策を緻密に展開

すべきであろう。とりわけ英国

労働党は，みずからの体質を変

革して工業化と都市化の一般法

則を認識して，新しい事態に対

処する必要があるであろう。

４－むすびにかえて

これまで労働党の福祉国家の政

策の一環としての地域開発政策

の性格を明らかにし，さらに，

過密都市対策としての第２次大

戦前後に提出された諸法律の性

格をみてきたのであるが，こん

ご英国労働党の地域開発政策が

どの点て成功し，どの点で失敗

したかを個々の開発計画のなか

で明らかにすることが必要であ

ろう。

だが今日の日本でもいえるよう

に，工業化と都市化の一般法則

をふまえた，勤労者中心の地域

開発政策を真面目にうちださな
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いかぎり,都市問題の基本矛盾

と副次的諸矛盾も解決されない

であろう。つまり今日の地域開

発政策における大資本と中央集

権主義の論理の矛盾をきめこま

かく明らかにしつつ，同時に労

働と自治の論理にもとづいた地

域開発政策に転換していくこと

が重要なのではあるまいか。英

国における地域開発政策も，こ

の点から改めて再検討すべきで

はないかとおもわれる。
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